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新年度となり、第2期科学技術
基本計画（以下、基本計画）の2
年目がスタートした。新しい科学
技術行政体制も軌道に乗り、基本
計画の具現化に向けての本格的な
取り組みが始まった。
そこで、ここでは、平成14年
度科学技術関係予算の編成プロセ
スを総合科学技術会議の活動を中
心に概観する。これは、新行政体
制下での初の予算編成であり、来
年度以降の予算編成のプロトタイ
プの性格を持っている。併せて、
平成14年度科学技術関係予算の
概要を紹介する。
平成13年3月の総合科学技術会
議本会議において、諮問第1号
「科学技術に関する総合的戦略に
ついて」の答申が示され、これを
受けて政府は第2期科学技術基本
計画を決定した。
また、総合科学技術会議が発足
して本会議が毎月開催されるよう
になり、重要事項は本会議におい
て審議、決定されるようになった。
ここでは、平成14年度予算編
成の過程を総合科学技術会議の政
策審議、決定との関連から見てい
くこととする。
総合科学技術会議は、平成14
年度予算の編成に当たり、「分野
別推進戦略の検討」→「予算、人
材等の資源配分の方針提示」→
「資源配分の方針の施策への反映
状況の確認」という審議スケジュ
ールで臨んだ。
まず、5月の本会議において、
平成14年度予算に向けた課題が
審議された。併せて、漓概算要求
前の早い段階に資源配分方針を作
成し、これに基づき予算要求が行
われるようにすること、滷関係省
庁から行われた概算要求事項の内
容を評価し、優先順位を付けて、
財務当局との連携の下に、資源配
分が行われるようにすること、が
決定された。
基本計画に示された重点分野の
分野別推進戦略については、3月
の本会議での決定に基づき、検討
のための重点分野推進戦略専門調
査会が設置された。同専門調査会
は、分野ごとにプロジェクトを設
置して検討を行い、毎月の本会議
において、各分野においてどこに
重点を置くべきかを中心に検討状
況を報告した。資源配分の方針に
ついては、重点分野推進戦略専門
調査会が、科学技術システム改革
専門調査会及び評価専門調査会と
連携して、調査、検討を進めた。
これらを踏まえて、7月の本会
議では、概算要求の基本的な考え
方を示した「平成14年度の科学
技術に関する予算、人材等の資源
配分の方針」（以下、資源配分方
針）が決定された。ここでは、基
本計画で示された重点分野等につ
いてメリハリをつけて重点化を図
ること、並びに、世界最高水準の
成果を生み出す研究環境構築のた
めのシステム改革が示された。そ
して、各省庁は概算要求にこの方
針を十分に反映させ、また、総合
科学技術会議は、予算編成過程に
おいて必要に応じて財務当局と連
携を図る等の対応をとることとした。
8月には、政府が「平成14年度
予算の概算要求に当たっての基本
的な方針について」（平成13年8
月 10日閣議了解）を決定した。
これにより、重点7分野（環境問
題への対応、少子・高齢化への対
応、地方の活性化、都市の再生、
科学技術の振興、人材育成・教
育・文化、IT国家の実現）に手
厚く配分することを趣旨とする
「構造改革特別要求」が認められ
た。総合科学技術会議は、この特
別要求について、資源配分方針に
則って科学技術振興に関連する予
定施策の精査を行うこと、公共投
資重点化措置に関して科学技術振
興の観点から施策を点検すること
等を決定した。
9月には、各省庁から出された
特別要求の予定施策について、科
学技術政策担当大臣並びに総合科
学技術会議有識者議員がヒアリン
はじめに
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グを行った。そして、資源配分方
針並びに構造改革の視点から優先
順位付けを行った。他分野の検討
結果と併せ、内閣官房から最終的
な調整結果が各省庁に提示され、
構造改革特別要求の概算要求が行
われた。
その後、総合科学技術会議は、
概算要求全体についての精査を行
った。資源配分方針並びに9月の
本会議で審議・決定された「分野
別推進戦略」に沿って、施策を体
系的に整理し、積極的に推進すべ
き施策、連携して実施すべき施策
の進め方の検討を行った。11月の
本会議では、「平成14年度科学技
術関係予算の編成に向けて（意
見）」として、予算編成に当たっ
て配慮すべき点をとりまとめた。
概算要求において、全体として科
学技術の重要性が反映されている
が、国立大学等の施設整備のよう
に一層の充実が求められる施策も
あるとされ、また、科学技術の戦
略的重点化、システム改革につい
て重視すべき事項が示された。
こうした過程を経て、今年度予
算案が決定された。総合科学技術
会議は、総合的な運用を図るべき
施策、引き続き内容の精査、戦略
体制の具体化が必要な施策等につ
いて、資源配分方針、分野別推進
戦略等に沿った施策の推進がなさ
れるよう、実施状況を把握し、調
整を図ることとした。
科学技術関係経費総額
科学技術関係経費とは、国の予
算のうち、大学における研究に必
要な経費、国立試験研究機関等
（独立行政法人、特殊法人の研究
機関含む）に必要な経費、研究開
発に必要な補助金、交付金及び委
託費、その他研究開発に関する行
政に必要な経費等、科学技術の振
興に寄与する経費である（ここで
いう経費とは、人件費、謝金、旅
費、試験研究費、庁費、設備費、
施設費、委託費、補助金、出資金
等の予算上の全ての目を含めたも
のである）とされている。科学技
術振興費とは、一般会計予算のう
ち主として歳出の目的が科学技術
の振興にある経費のことであり、
科学技術関係経費は、科学技術振
興費に、一般会計中のその他の研
究関係費（エネルギー対策費等）
及び特別会計（国立学校特別会計、
電源開発促進特別会計等）中の科
学技術関係費を加えた経費で、文
部科学省が集計している。
今年度予算の一般会計総額は81
兆円（前年度比1.7％減）、そのう
ち一般歳出は47.5兆円（同2.3％
減）である。そうした中で、科学
技術振興費は、1.2兆円（前年度
比5.8％増）と大きな伸びを示し
ている。科学技術関係経費総額は
3.5兆円で、前年度比2％増となっ
ている。
なお、重点配分を行うとした構
造改革特別要求について見ると、
総額約2.7兆円のうち、「科学技
術・教育・ITの推進」に約0.9兆
円が配分された。そのうち科学技
術関係の施策例を以下に挙げる。
蘆世界最高水準の大学づくりの推進
……182億円
蘆私立大学等の教育研究高度化の
推進［制度改正による新設］
……645億円
蘆タンパク3000プロジェクト等に
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図表1 予算案決定までの流れ
平成13年度 平成14年度 増減率
一般会計 18,376 18,513 0.7％
科学技術振興費 11,124 11,774 5.8％
その他 7,252 6,739 －7.1％
特別会計 16,309 16,874 3.5％
総額 34,685 35,387 2.0％
（資料：文部科学省科学技術・学術政策局調査調整課報道発表資料）
（科学技術動向研究センターにて作成）
図表2 今年度予算案における科学技術関係経費 （単位：億円）
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よるライフサイエンスの推進
……205億円
蘆萌芽的先端医療技術推進研究事業
……28億円
蘆燃料電池技術の開発・実証実験等
……52億円
蘆ナノテクノロジー総合支援プロ
ジェクト ……38億円
蘆産学・産官共同研究推進（マッ
チングファンド）の創設
……50億円
蘆知的クラスター創成事業等
……86億円
省庁別予算
科学技術関係経費を省庁別に見
ると、文部科学省が2.3兆円と総
額の64％を占め、次いで、経済
産業省5,972億円、防衛庁1,435億
円、厚生労働省1,281億円、農林
水産省1,224億円となっている。
前年度からの増減率では、経済産
業省が6.4％（359億円）増と最も
高く、次いで厚生労働省 3.4 ％
（42億円）増、文部科学省2.4％
（523億円）増となっている。一方、
防衛庁は3.7％（55億円）減とな
っている。
重点分野の経費
基本計画で示された重点分野に従
って分類した結果を図表4に示す。
主目的の経費は、エネルギー分
野が最も多く6,841億円（相対比
率45％）、次いでフロンティア分
野2,780億円（18％）、社会基盤
2,005億円（13％）となっている。
関連施策として分類された額、独
立行政法人（参考値）、競争的資
金（参考値）を加えた計を見ると、
環境分野が最も多く7,643億円
（相対比率26％）、次いで、エネ
ルギー分野（7,033億円、24％）、
ライフサイエンス分野（4,336億
円、15％）となっている。
ナノテクノロジー・材料分野
は、主目的施策で115億円、計で
1,232億円とわずかを占めるに過
ぎないが、前年度と比較すると、
主目的施策経費で58％、関連施
策経費で35％、計で13％と、飛
び抜けて大きな伸びを示してい
る。主たる施策としては、（独）
物質・材料研究機構運営費交付金
（文部科学省）167億円の他、経済
産業省のナノテクノロジープログ
ラム（83億円）や文部科学省のナ
ノテクノロジー総合支援プロジェ
クト（38億円）などが挙げられて
いる。また、環境分野も主目的施
策経費が33％と大きく伸びた。
経費
割合 増減率（億円）
文部科学省 22,644 64％ 2.4％
経済産業省 5,972 17％ 6.4％
防　衛　庁 1,435 4％ －3.7％
厚生労働省 1,281 4％ 3.4％
農林水産省 1,224 3％ －0.1％
計 35,387 100％ 2.0％
（資料：文部科学省科学技術・学術政策局調
査調整課報道発表資料）
図表3 省庁別予算
主目的 関連施策
独立行政法人 競争的資金 計 相対比率 増減率 増減率
（参考） （参考） （参考） （主目的） （主目的） （計）
ライフサイエンス 1,663 254 635 1,815 4,366 11％ 8％ 4％
情報通信 1,155 677 292 332 2,456 8％ －1％ －2％
環境 507 6,647 267 222 7,643 3％ 33％ 6％
ナノテク・材料 115 384 286 447 1,232 1％ 58％ 13％
エネルギー 6,841 42 59 92 7,033 45％ 2％ 2％
製造 26 376 21 170 594 0.2％ －43％ －1％
社会基盤 2,005 240 558 45 2,848 13％ －4％ －2％
フロンティア 2,780 341 5 58 3,184 18％ －7％ －7％
注：１）本資料は、各府省から提出されたデータを基に、内閣府と調整の上、文部科学省がとりまとめを行ったものである。
２）「主目的」とは、独立行政法人及び競争的資金に関する経費その他を除いた経費のうち、当該経費により実施される研究等の本来の目
的に照らして分類したものである。
３）「関連施策」とは、独立行政法人及び競争的資金に関する経費その他を除いた経費のうち、当該経費により実施される研究等の内容に
照らし、本来の目的以外に関連する分野がある場合に分類したものである。
４）「独立行政法人」については、各独立行政法人に対して、分野別研究費の配分予定額をアンケート調査した結果を基に、文部科学省が
算出したものであり、参考値である。（なお、平成14年度予算案については、平成13年度予算の配分予定額に基づいて按分したもの
である。）
５）「競争的資金」については、当該競争的資金の性格及び直近の年度（今回の調査については平成12年度）の配分実績に基づき、各年
度の予算額を按分して文部科学省が算出したものであり、参考値である。
６）上記以外に、分野横断的に実施される施策事業や予算編成段階では配分が未定の経費及び国立学校特別会計の一部の経費等が約1兆
5,800億円ある。
７）上記経費には、特殊法人等の自己財源等、国庫支出以外の経費748億円が含まれている。
（資料：文部科学省科学技術・学術政策局調査調整課報道発表資料）
図表4 分野別の科学技術関係経費 （単位：億円）
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平成14年度予算は、以上のよ
うにして決定された。総合科学技
術会議は、この予算のフォローア
ップ作業として、各省庁の具体施
策のヒアリング、とりまとめ等を
進めている。科学技術予算につい
て、ひとつの流れが確立しつつあ
るが、平成15年度予算編成に向
けて、研究テーマの事前、事後等
の評価などを組み込んでいくなど
の課題が残されている。
競争的資金
競争的資金は、前年度比5.5％
増の3,446億円と拡充が図られた。
そのうち、科学研究費補助金は
7.8％増、科学技術振興調整費は
6.4％増となっている。
産業競争力強化・産学官連携
産業競争力強化・産学官連携に
関する今年度予算は3384億円で、
前年度比29％増と大幅に増加した。
主な施策としては、経済産業省
の産業技術研究開発委託費（95億
円）や、文部科学省の産学官連携
イノベーション創出事業（71億円）
などがある。
地域科学技術振興
地域科学技術振興に関する今年
度予算は688億円で、前年度比
40％増と産学官連携にも増して大
きな伸びを示した。主な施策とし
ては、経済産業省の地域新生コン
ソーシアム研究開発事業（88億円）
や、文部科学省の地域科学技術振
興に関する事業の推進に必要な経
費（86億円）などがある。
平成 平成 増減率13年度 14年度
計 3,265 3,446 5.5％
うち科学研究費 1,580 1,703 7.8％
うち振興調整費 343 365 6.4％
（資料：財務省「平成14年度予算の各経費の
ポイント」）
図表5 競争的資金 （単位：億円）
おわりに
